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特別減収対策債約8億円の償還までに支払う金利の総額（見込み）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている地方団体の資金繰りについて万全を期す

観点から、減収補填債の対象外となる税目や、使用料・手数料が令和元年度実績と比較し

て減収した分について、特別減収対策債の発行が可能。

減収補填債とは異なり元利償還金の交付税措置はなく、充当先については投資的経費の

うち地方債を充当していない部分に限られる。

①地方税（交付金を含む。）及び

地方譲与税（減収補填債の対象税目、法定外税及び超過課税は対象外）

※減免相当額に充当した新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の額、

幼児教育・保育の無償化及び高等教育の無償化に伴い、令和元年度の決算額と

令和3年度の収入見込額とを比較して減収した額を除く。

②使用料及び手数料

※指定管理者の減収に対する損失補償のための委託料や指定管理料の増額分は対象外

参考（R3年度地方財政計画資料より抜粋）

802,000千円

借入については、市中銀行からの借入を予定しています。

利率については、金融情勢などにより大きく変動しますが、昨今の借入実績を参考に0.428%で

借り入れるとすると、20年間の総額で40,357千円となります。


